
(証券コード 6030)

平成30年９月10日

株主各位
　

東 京 都 渋 谷 区 恵 比 寿 4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー24F

株式会社アドベンチャー
代表取締役 中 村 俊 一

　

第12回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第12回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使

書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年９月21日（金曜日）午後６時

までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 平成30年９月25日（火曜日） 午前10時

2. 場 所 東京都新宿区新宿６丁目14番１号

新宿区立新宿文化センター 小ホール

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第12期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第12期（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

第３号議案

剰余金の処分の件

取締役５名選任の件

監査役２名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、紙資源節約

のため、本「招集ご通知」をご持参ください。

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上

の当社ウェブサイト（https://jp.adventurekk.com/ir/meeting.html）に掲載させていただきます。

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年09月04日 18時21分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(添付書類)

事 業 報 告

（平成29年７月１日から平成30年６月30日まで）
　

Ⅰ．企業集団の概況に関する事項

　1. 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、雇用・企業収益の改善傾向に加え、

2020年東京オリンピック開催を控えた国内需要の後押しにより、緩やかな回復基

調を維持しました。

　当社グループをとりまく経営環境につきまして、観光庁「宿泊旅行統計調査報

告」（確定値）によりますと、平成29年度の国内旅行者数は、5億960万人泊で前年

比103.5%、うち日本人延べ宿泊者数が4億2,991万人泊（前年比101.6%）、外国人述

べ宿泊者数が7,969万人泊（前年比114.8%）となっており、外国人の国内旅行者数

が増加傾向にあります。また、日本政府観光局（JNTO）の報道発表によりますと、

平成29年度に日本を訪れた訪日外国人数は、過去最高の前年度を465万人余り上回

り2,869万人（前年比119.3%）にまで達しております。

　また、スマートフォンの増加やタブレット端末等のモバイルインターネットの

領域が継続的に拡大を続け、その存在感をますます高めております。

このような事業環境のもと、当社グループは「Global OTA」企業として、航空

券等の旅行商品の比較・予約サイト「skyticket」の利便性の向上やサービスの拡

充及び新たなユーザーの獲得、企業買収や成長企業等への投資を通じて事業の拡

大に努めてまいりました。

以上の結果、当連結会計年度の営業収益は15,093,205千円（前年同期比186.5%

増）、営業利益は536,869千円（前年同期比29.5%増）、経常利益は511,836千円（前

年同期比25.1%増）、親会社株主に帰属する当期純利益は313,908千円（前年同期比

29.7%増）となりました。

　各セグメントの業績は次のとおりであります。

　

（コンシューマ事業）

　コンシューマ事業につきましては、航空券等の旅行商品の比較・予約サイト

「skyticket」において、利便性の向上及びサービスの拡充に努めました。

　また、若年層に人気の高いタレントを起用した広告を実施することや様々なイ

ベントへの協賛等を通じて、新たなユーザーの獲得に努めました。

　さらに、平成30年１月にコスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステ

ム株式会社、株式会社wundou、平成30年６月に株式会社TETをそれぞれ子会社化

し、コンシューマ事業に追加しております。
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　なお、コスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステム株式会社、株式

会社wundouについては、みなし取得日を平成30年３月末としており、株式会社TET

については、みなし取得日を平成30年６月末としております。

　以上の結果、当セグメントの営業収益は14,885,787千円（前年同期比187.9%

増）、セグメント利益は429,060千円（前年同期比18.7%増）となりました。

（投資事業）

　投資事業につきましては、成長企業等への投資を引き続き継続しております。

以上の結果、営業収益207,418千円（前年同期比109.3%増）、セグメント利益

107,809千円（前年同期比102.9%増）となりました。

　

　2. 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は206,568千円であ

り、その主なものは次のとおりであります。

　 ソフトウェア及びソフトウェア仮勘定 206,568千円

　

　3. 資金調達の状況

該当事項はありません。

　

　4. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

　

　5. 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

　

　6. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。

　

　7. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、平成30年１月にコスミック流通産業株式会社及びコスミックGCシステ
ム株式会社、株式会社wundou、平成30年６月に株式会社TETの株式を取得し、子会
社化しております。
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　8. 財産及び損益の状況の推移

企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第９期 第10期 第11期
第12期

(当連結会計年度)

営業収益（千円） 1,510,426 2,683,680 5,269,043 15,093,205

経常利益（千円） 148,074 276,052 409,123 511,836

親会社株主に帰属する
当期純利益（千円）

110,262 146,115 242,035 313,908

１株当たり当期純利益（円) 53.76 65.17 107.08 46.27

総資産（千円） 1,903,277 2,559,289 3,685,909 10,724,263

純資産（千円） 1,028,146 1,194,145 1,566,375 1,394,163

　(注) 1. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。
2. 第10期より連結計算書類を作成しております。第９期については金融商品取引法に基づい

て作成した連結財務諸表の数値を参考情報として記載しております。
3. 平成26年９月26日付で普通株式１株につき200株の株式分割を、平成26年11月６日付で普通

株式１株につき２株の株式分割を行いましたが、第９期の期首に当該株式分割が行われた
と仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

4. 平成30年７月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の株式分割を行いましたが、
第12期の期首に当該株式分割が行われたとして仮定し、１株当たり当期純利益を算定して
おります。

　9. 対処すべき課題

　 当社グループが対処すべき主な課題は下記のとおりであります。

　 (1) クールジャパン戦略及び東京オリンピック開催への対応

　日本政府が推進する「クールジャパン戦略」に関連して、羽田空港の国際化、

訪日観光客の誘致が促進されております。また、2020年には東京オリンピック

が開催されることが決定しております。これに伴い、訪日外国人が増加するこ

とや、個人・ビジネス関係者の入出国がこれまで以上に活発化することが予想

されます。

　このようなマクロ環境の動向に対して、当社としましては、当社グループが

提供するサイトの多言語展開を加速度的に推進するとともに、航空券のみなら

ず鉄道、バス等の交通機関や宿泊施設、生活関連サービスといったあらゆる商

品を多言語でオンライン予約できるサービスを提供し、顧客の利便性向上を図

ってまいります。

　

　 (2) 海外への事業拡大

　当社グループでは、国内市場における継続的な事業の拡大を図っております

が、当社グループが更なる成長を遂げるためには、海外への事業拡大が必要不

可欠であると考えております。

　特に東南アジア諸国では、日本以上にLCCのシェアが拡大しており、今後もシ
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ェアが拡大するものと予想されております。当社がこれらのLCC全ての路線を取

り扱うためには、海外航空券の仕入先であるホールセラーが提供しているAPIだ

けでは対応できないことから、各国のLCCのAPIに個別接続する必要があります。

　当社グループでは、これらの状況に対処するため、国内で培った技術力やノ

ウハウを活かし、堅牢なシステム構築を図ってまいります。

　

　 (3) グローバル人材の採用

　当社グループは、国内市場のみならず、世界各国の旅行商品の取り扱いを充

実させることによって国際競争力を高め、更なる事業拡大を図る方針でありま

す。このため、当社としましては、外国人顧客向けのオペレーターや、国内外

の優秀な人材を確保することが重要と認識しており、社内における研修制度の

充実や語学が堪能な人材の採用強化に取り組んでまいります。

　

　 (4) 新サービスの展開

　多様化する顧客のニーズに応えるため、当社グループは常に新しいサービス

を提供することを検討し、実施しております。

　今後も既存サービスの充実に加えて、当社グループが有するサイト運営能力、

サービス開発力等を活かして様々な新サービスを展開することによって、既存

顧客への付加価値を提供するとともに、新規顧客の獲得を図ってまいります。

　

　 (5) 顧客に対して提供する情報の量及び質の向上

　インターネット等を利用することによって顧客自身が様々な媒体から様々な

情報を入手することが容易となっていることから、旅行に対する顧客のニーズ

は多様化し、旅行会社に対する要望も高くなっております。このような状況に

対して、当社としましては、顧客一人一人のニーズにマッチした情報提供を行

ってまいります。

　

　 (6) 認知度の向上

　当社が運営するサイトを多くの顧客に利用して頂くためには、サイトの認知

度を更に向上させることが必要不可欠であると考えております。このため、新

聞、テレビCMを活用した効果的な広告宣伝、Webマーケティング技術の有効活用

等を実施することで認知度の向上に努めてまいります。

　

　 (7) 顧客の利便性向上

　当社グループはPC及びスマートフォンによる販売を行っておりますが、特に

スマートフォンからの申込みが増加しており、今後も更に増加するものと予想

されております。このため、当社としましては、スマートフォンに対応した検

索機能や予約機能等を充実させ、顧客の利便性向上に努めてまいります。
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10. 主要な事業内容

事 業 部 門 主 な 事 業 内 容

コンシューマ事業 個人や企業に対する商品の販売やサービスの提供

投 資 事 業 将来性があり、キャピタルリターンの期待できるビジネスや企業への投資

　

11. 主要な営業所及び使用人の状況

　 (1) 主要な営業所（平成30年６月30日現在）

　 本社：東京都渋谷区恵比寿４-20-３ 恵比寿ガーデンプレイスタワー24Ｆ

　

　 (2) 使用人の状況（平成30年６月30日現在）
当会計年度末

従業員数（名）

前会計年度末

比増減
平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

72[95] 35名増 33 1.6

（注）使用人数は従業員数であり、正社員のほか、契約社員を含み、臨時雇用者数（アルバイト）は
[ ]内に年間平均人員を外数で記載しております。

　

12. 重要な親会社及び子会社の状況

　 (1) 親会社の状況

　 該当事項はありません。

　

　 (2) 子会社の状況

名称 資本金 議決権比率 主要な事業内容

ビッグハートトラベルエージェンシー

株式会社
23百万円 100.0% コンシューマ事業

AppAge Limited 50万香港ドル 100.0% コンシューマ事業

株式会社スグヤク 50百万円 51.0% コンシューマ事業

コスミック流通産業株式会社 30百万円 100.0% コンシューマ事業

コスミックGCシステム株式会社 10百万円 100.0% コンシューマ事業

株式会社wundou 30百万円 100.0% コンシューマ事業

株式会社TET 11.5百万円 100.0% コンシューマ事業
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　 (3) 特定完全子会社の状況

　 該当事項はありません。

13. 主要な借入先及び借入額（平成30年６月30日現在）

借 入 先 借 入 残 高（千円）

株式会社三菱UFJ銀行 1,326,540

株式会社りそな銀行 1,006,865

株式会社三井住友銀行 285,000

株式会社みずほ銀行 285,000

株式会社第四銀行 75,001

株式会社千葉銀行 75,001

株式会社きらぼし銀行 69,200

株式会社商工組合中央金庫 14,510
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Ⅱ．株式に関する事項（平成30年６月30日現在）

1. 発行可能株式総数 6,000,000株

2. 発行済株式の総数 2,250,036株(自己株式15,864株を除く。）

3. 当事業年度末の株主数 973名

4. 上位10名の株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

中村 俊一 1,500,000株 66.67%

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社(信

託口)
152,300株 6.77%

RIEKO YAGI 57,600株 2.56%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託
口)

54,800株 2.44%

日本証券金融株式会社 32,500株 1.44%

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 26,036株 1.16%

松井証券株式会社 21,200株 0.94%

ロンバー・オディエ信託銀行株式会社（信託口） 18,900株 0.84%

束岡 芳樹 15,500株 0.69%

柿沼 佑一 15,000株 0.67%

(注) １．株式総数に対する持株比率の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
２．持株比率については、自己株式を控除して算出しております。
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Ⅲ．新株予約権等に関する事項

　当社の新株予約権等に関する事項

1. 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予

約権等の内容の概要

名 称 第１回新株予約権

新株予約権の数 　 8個

保有人数

当社監査役 　 1名

新株予約権の目的である株式の
種類及び数

当社普通株式 3,200株

新株予約権の発行価額 無償

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり3,600円
（１株当たり９円）

新株予約権の行使期間 平成27年12月28日から平成35年12月27日まで

新株予約権の主な行使条件 ① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」

という）は、権利行使時まで継続して、当社の取締役、

監査役等の役員及び使用人並びに当社子会社の取締役及

び使用人の地位にあることを要するものとする。ただし、

当社取締役会が正当な理由があるものと認めた場合には

この限りではない。

② 新株予約権者が権利行使期間中に死亡した場合、その

相続人は権利行使することができないものとする。

③ その他の権利行使の条件については、本株主総会及び

新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と本新株

予約権の割当を受けた新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

④ 前各号の規定に関わらず、会社法ならびにその関連法

規等に抵触しない限り、取締役会の承認がある場合は、

この限りではない。
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名 称 第４回新株予約権

新株予約権の数 　 28個

割当先

　当社取締役（社外取締役を除く） 1名

　当社社外取締役 2名

　当社監査役 3名

新株予約権の目的である株式の
種類及び数

当社普通株式 2,800株

新株予約権の発行価額 新株予約権1個当たり 1,000円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり1,043千円
（１株当たり10,430円）

新株予約権の行使期間 平成30年10月１日から平成36年５月28日まで

新株予約権の主な行使条件 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」
という）は、当社の平成30年６月期から平成34年６月期
までのいずれかの事業年度における営業利益が、下記(a)
または(b)に掲げる水準を満たしている場合に限り、各新
株予約権者に割当てられた本新株予約権のうち、当該各
号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個
数を限度として、達成した年度の有価証券報告書の提出
日の翌月１日から行使することができる。
（a）営業利益が1,000百万円を超過した場合：行使可能
割合 50％
（b）営業利益が1,500百万円を超過した場合：行使可能
割合 100％
なお、上記における営業利益の判定においては、当社の
有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益
計算書を作成していない場合、損益計算書）における営
業利益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等
により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合
には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとす
る。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権
者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生
じる場合は、これを切り捨てた数とする。

② 新株予約権者は、権利行使時においては、当社または
当社子会社の取締役及び監査役、または従業員であるこ
とを要しないものとする。ただし、新株予約権者が解任
または懲戒解雇等により退職するなど、本新株予約権を
保有することが適切でないと取締役会が判断した場合に
は、本新株予約権を行使できないものとする。

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認
めない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数
が当該時点における発行可能株式総数を超過することと
なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき
ない。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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名 称 第５回新株予約権

新株予約権の数 　 1,500個

保有人数

当社取締役 　 1名

新株予約権の目的である株式の
種類及び数

当社普通株式 150,000株

新株予約権の発行価額 新株予約権1個当たり 1,000円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり1,008千円
（１株当たり10,080円）

新株予約権の行使期間 平成30年10月1日から平成36年8月28日まで

新株予約権の主な行使条件 ① 新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」

という）は、当社の平成30年６月期から平成34年６月期

までのいずれかの事業年度における営業利益が、下記(a)

または(b)に掲げる水準を満たしている場合に限り、各新

株予約権者に割当てられた本新株予約権のうち、当該各

号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）の個

数を限度として、達成した年度の有価証券報告書の提出

日の翌月１日から行使することができる。

（a）営業利益が1,000百万円を超過した場合：行使可能

割合 50％

（b）営業利益が1,500百万円を超過した場合：行使可能

割合 100％

なお、上記における営業利益の判定においては、当社の

有価証券報告書に記載される連結損益計算書（連結損益

計算書を作成していない場合、損益計算書）における営

業利益を参照するものとし、国際財務報告基準の適用等

により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合

には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとす

る。また、行使可能割合の計算において、各新株予約権

者の行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生

じる場合は、これを切り捨てた数とする。

② 新株予約権者は、権利行使時においては、当社または

当社子会社の取締役及び監査役、または従業員であるこ

とを要しないものとする。ただし、新株予約権者が解任

または懲戒解雇等により退職するなど、本新株予約権を

保有することが適切でないと取締役会が判断した場合に

は、本新株予約権を行使できないものとする。

③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認

めない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数

が当該時点における発行可能株式総数を超過することと

なるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはでき

ない。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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2. 当事業年度中に当社使用人、子会社役員及び使用人に対して職務執行の対価と

　 して交付された新株予約権等の内容の概要

　該当事項はありません。

　

3. その他新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項

　1. 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 中 村 俊 一
ビッグハートトラベルエージェンシー株式
会社代表取締役

取締役 中 島 照 経営企画室室長

取締役 宇都宮 純 子

宇都宮・清水・陽来法律事務所共同代表弁
護士
株式会社スタートトゥデイ社外監査役
株式会社ソラスト社外監査役

取締役 三 島 健 株式会社JTB Web販売部戦略統括部長

取締役 雷 蕾 シンフロンテラ株式会社代表取締役

常勤監査役 児 玉 尚 人 ―

監査役 山 川 善 之

響きパートナーズ株式会社代表取締役社長
株式会社リプロセル社外取締役
株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研
究所社外取締役
プレシジョン・システム・サイエンス株式
会社社外監査役

監査役 角 田 千 佳 株式会社エニタイムズ代表取締役
　

(注) 1. 取締役宇都宮純子氏、三島健氏及び雷蕾氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役で
あります。

2. 監査役児玉尚人氏、山川善之氏及び角田千佳氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査
役であります。

3. 社外取締役である宇都宮純子氏、三島健氏及び雷蕾氏、社外監査役である児玉尚人氏、山
川善之氏及び角田千佳氏は、株式会社東京証券取引所の規定する独立役員であります。

4. 取締役宇都宮純子氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有し
ております。また、監査役児玉尚人氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計
に関する相当程度の知見を有しております。

　

　2. 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 ５名 44,400千円

監 査 役 ３名 9,000千円

（注）上記報酬等の額のうち、社外役員６名（社外取締役３名、社外監査役３名）に支払った報酬等の
総額は13,500千円であります。
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　3. 社外役員に関する事項

　 (1) 社外役員の他の法人等の重要な兼職の状況等

区分 氏名 兼職先会社名 兼職の内容

取締役 宇都宮 純 子 宇都宮・清水・陽来法律事務所 共同代表弁護士

株式会社スタートトゥデイ 社外監査役

株式会社ソラスト 社外監査役

取締役 三 島 健 株式会社ＪＴＢ
Ｗｅｂ販売部
戦略統括部長

取締役 雷 蕾 シンフロンテラ株式会社 代表取締役

監査役 山 川 善 之 響きパートナーズ株式会社 代表取締役社長

株式会社リプロセル 社外取締役

株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究
所

社外取締役

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社 社外監査役

監査役 角 田 千 佳 株式会社エニタイムズ 代表取締役
　

(注) 1. 社外取締役宇都宮純子氏は、宇都宮・清水・陽来法律事務所の共同代表弁護士であり、株
式会社スタートトゥデイ及び株式会社ソラストの社外監査役ですが、同法人及び各社との
間に取引関係はありません。

2. 社外取締役三島健氏は、株式会社ＪＴＢのＷｅｂ販売部戦略統括部長ですが、同社と当社
との間には取引関係があります。

3. 社外取締役雷蕾氏は、シンフロンテラ株式会社の代表取締役ですが、同社と当社との間に
取引関係はありません。

4. 社外監査役山川善之氏は、響きパートナーズ株式会社の代表取締役社長、株式会社リプロ
セル及び株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所の社外取締役であり、プレシジョ
ン・システム・サイエンス株式会社の社外監査役ですが、各社と当社との間に取引関係は
ありません。

5. 社外監査役角田千佳氏は、株式会社エニタイムズの代表取締役ですが、同社と当社との間
に取引関係はありません。
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　 (2) 社外役員の主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取締役 宇都宮 純 子

当事業年度に開催した取締役会21回中21回出席し、主に弁護士とし

ての専門的見地から当社の法律に係る事項、コーポレート・ガバナ

ンス、コンプライアンス等に関する発言を行っております。

取締役 三 島 健

平成29年９月26日の就任後、開催した取締役会には、18回中18回出

席し、オンライン旅行業に関する豊富な経験と専門的知見をもとに

発言を行っております。

取締役 雷 蕾

当事業年度に開催した取締役会21回中21回出席し、証券市場に関す

る豊富な経験及び企業経営に関する知見をもとに発言を行っており

ます。

監査役 児 玉 尚 人

常勤監査役として、当事業年度に開催した取締役会21回中21回出席

し、監査役会14回中14回出席し、主に公認会計士としての専門的な

見地から、幅広い見識をもって当社のコーポレート・ガバナンス、

コンプライアンス等に関する発言を行っております。

監査役 山 川 善 之

当事業年度に開催された取締役会21回中21回出席し、監査役会14回

中14回出席し、主に企業の代表取締役及び取締役、監査役等を歴任

してきた豊富な事業経験と専門的な見地から、幅広い見識をもって

当社のコーポレート・ガバナンス、コンプライアンス等に関する発

言を行っております。

監査役 角 田 千 佳

当事業年度に開催した取締役会21回中21回出席し、監査役会14回中

14回出席し、会社経営者としての知見をもとに当社のコーポレー

ト・ガバナンス、コンプライアンス等に関する発言を行っておりま

す。

　

　 (3) 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

　社外役員と当社及び当社の特定関係事業者との間に親族関係はございません。

　

　 (4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額と

しております。
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Ⅴ．会計監査人の状況

　1. 会計監査人の名称

　 監査法人アヴァンティア

　

　2. 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
公認会計士法第２条第１項の業務（監査証明業務）の対価として当社が支払
うべき報酬の額（注）1.

15,000千円

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務の対価として当社が支払うべき
報酬の額

4,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

19,500千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこ
れらの合計額を記載しております。

2. 当社の監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」
を踏まえ、取締役及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監
査人の監査計画の内容や報酬見積もりの算出根拠などを検討した結果、会計監査人の報酬
等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

　

　3. 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人（監査法人アヴァンティア）に対して、公認会計士法第２

条第１項の業務以外である、デューデリジェンス調査対応業務について対価を支

払っております。

　

　4. 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合には、監査役会の決議により会計監査人の解任または不再任を株主総会

の会議の目的とすることといたします。会計監査人が会社法第340条第１項各号の

いずれかに該当すると認められる場合には、監査役会は監査役の全員の同意によ

り会計監査人を解任いたします。

　

Ⅵ．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

1． 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

(1) 取締役及び使用人は、社会倫理、法令、定款及び各種社内規程等を遵守する

とともに、経営理念に基づいた適正かつ健全な企業活動を行う。

(2) 取締役会は、社外取締役を含む取締役で構成し、法令、定款及び「取締役会

規程」その他の社内規程等に従い重要事項を決定するとともに、取締役の職

務の執行を監督する。

(3) 取締役は取締役会の決定した役割に基づき、法令、定款、取締役会決議及び

社内規程に従い、担当業務を執行する。

(4)「コンプライアンス規程」その他社内規程に基づき、法令順守の意識のもと適
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正な業務執行が行われるべく、教育・啓蒙を行い、その執行を徹底・監督し、

問題があった場合には「就業規則」等に則り適正に処分する。

(5) 業務執行に関する法令及び定款への適合性に関しては、内部監査、監査役監

査、会計監査人監査等の実施により確認する。

(6) 業務執行の適正を確保するために、反社会的勢力及び団体等からの不当な要

求には法的対応を行うとともに、反社会的勢力及び団体への資金提供は絶対

に行わない。

　

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役は、「文書管理規程」その他の社内規程に従い、株主総会議事録、取締役

会議事録等の職務執行に係る重要な文書（電磁的媒体によるものを含む）を、適

正に作成・保存・管理し、保存期間中は必要に応じて取締役、監査役、会計監査

人等が閲覧、謄写可能な状態とする。

　

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 事業上のリスク管理に関する規程を策定し、当該規程に基づくリスク管理体

制を構築、運用する。

(2) コンプライアンスリスク、情報システムリスク、信用リスクその他様々なリ

スクに対処するため、各種の社内規程・マニュアルの整備及び見直しを行う。

(3) 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長指揮下の対策本部を設置し、

必要に応じて外部専門機関とともに迅速かつ的確な対応を行い、被害・損失

の拡大を防止し、これを最小限に留めるための体制を整備する。

(4)「内部監査規程」に基づき、計画的な内部監査を実施し、法令・定款違反その

他の事由に基づき損失の危険のある事項が発見された場合には、代表取締役

社長及び監査役に対して適切に報告を行うとともに、当該事項の是正措置の

実施状況に関してフォローアップを行う。

　

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 取締役会は月に１回定期的に、または必要に応じて適時に開催し、法令に定

められた事項のほか、経営理念、経営方針、中期経営計画及び年次予算を含

めた経営目標の策定及び業務執行の監督等を行う。

(2) 業務執行に関する責任者及びその責任範囲、手続きの詳細については、「組織

規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」その他社内規則に定めるところによ

る。
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5. 当社及びその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制

(1) 当社は、「関係会社管理規程」に基づき、主要な子会社及び関係会社に対する

適切な経営管理を行うとともに、必要に応じて指導・支援・モニタリングを

行う。

(2) 「コンプライアンス規程」その他関連規程・規則に基づき、当社及び子会社

における業務活動が法令順守の意識のもと行われる体制とする。

(3) 子会社の管理は経営企画室が行うものとし、必要に応じて取締役または監査

役として当社の取締役、監査役または使用人が兼任するものとする。取締役

は当該会社の業務執行状況を監視・監督し、監査役は当該会社の取締役の職

務執行を監査する。

　

6. 財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 当社は、透明で公正な経営姿勢を貫き、信頼性のある財務報告を作成するた

めに、財務報告に係る内部統制が有効に機能するための体制の構築、整備及

び運用を行う。

(2) 財務報告における不正や誤謬が発生するリスクを管理し、業務執行の適正化

を推進するとともに、財務報告に係る社内規程の適切な整備及び運用を行う。

(3) 財務報告に係る内部統制の仕組みが適正かつ有効に機能することを継続的に

監視・評価し、不備があれば必要な改善・是正を行うとともに、関係法令と

の適合性を確保する。

　

7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1) 監査役が必要とした場合、監査役と協議のうえ、監査役の職務を補助する使

用人を合理的な範囲で配置するものとする。

(2) 当該使用人の任命、異動、評価、懲戒、賃金等の改定に関しては、監査役会

等の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役からの独立性を

確保するものとする。

　

8. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に

関する体制

(1) 取締役及びその他使用人は、法令・定款違反行為、不正行為その他当社の業

務または業績に影響を与える重要な事実に関して、これを発見したときは、

監査役に都度報告する。なお、監査役は、いつでも必要に応じて取締役及び

その他使用人に対して報告を求めることができる。
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(2) 取締役及び使用人は、監査役に対して、法定の事項に加え、業務または業績

に重大な影響を与える事項、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報

状況及びその内容を報告する体制を整備し、監査役の情報収集・交換が適切

に行えるようにする。

　

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、内部監査と連携を図り情報交換を行い、必要に応じて内部監査に

立ち会うものとする。

(2) 監査役は、法律上の判断を必要とする場合は、法律事務所等に専門的な立場

からの助言を受け、会計監査業務については、会計監査人等に意見を求める

など必要な連携を図ることとする。

　

　 業務の適正を確保するための体制の運用状況

　 1. 内部統制システム全般

　 当社の内部統制システム全般の整備・運用状況を当社の経営企画室がモニタ

　 リングし、改善を進めております。

　

　 2. リスク管理

　 当社はリスクマネジメント規程において、当社の危機管理に関する基本事項

　 及びリスクが発生した場合の具体的な対応方法等について定め、危機管理に

　 必要な体制を整備しております。

　

　 3. 子会社経営管理

　 子会社の経営管理につきましては、当社の経営企画室において子会社の経営

　 管理体制を整備及び統括する体制を敷いております。

　

　 4. 取締役の職務執行

　 当社は取締役が法令及び定款に則って行動するよう徹底しており、社外取締

　 役を３名選任し、取締役会等を通じて社外取締役からの発言が積極的に行わ

　 れる機会を設けることで、監督機能を強化しております。

　

　 5. 監査役

　 当社の監査役は全員が社外監査役であり、取締役会において積極的に発言す

　 ることにより、監督機能を強化しております。また、会計監査人、経営企画

　 室と必要に応じて双方向的な情報交換を実施することで当社の内部統制シス

　 テム全般をモニタリング及び助言を行っております。
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Ⅶ．会社の支配に関する基本方針

　当社は会社の支配に関する基本方針は定めておりません。

　

Ⅷ．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主様への配当政策を最重要課題の一つと認識し、経営成績に裏付けさ

れた配分を行うことを基本方針としております。

　平成30年６月期の期末配当金につきましては、上記方針に基づき、前期実績に比

べ増収増益であったこと、そして株主様への利益還元等を勘案した結果として、１

株当たり40円を実施させていただきたいと考えております。

Ⅸ．親会社等との間の取引に関する事項

当社は銀行借入に対して主要株主兼代表取締役社長である中村俊一氏より債務保

証を受けております。この債務保証に当たっては金額、その他内容及び条件が一般

の取引条件と同様に適切な条件による取引で行われることなどに留意しております。

　当社取締役会は、この取引条件を把握し、当社グループの利益を害するものでな

いことを確認したうえでその適正性、妥当性を判断しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成30年６月30日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 8,139,176 流 動 負 債 6,451,502

現 金 及 び 預 金 2,139,435 買 掛 金 2,475,110

売 掛 金 2,619,968 短 期 借 入 金 1,362,500

営 業 投 資 有 価 証 券 957,214 １年内返済予定の長期借入金 733,570

商 品 1,731,455 未 払 金 1,401,703

前 払 費 用 86,261 未 払 費 用 82,138

前 渡 金 166,404 未 払 法 人 税 等 93,647

未 収 入 金 149,216 未 払 消 費 税 等 98,655

そ の 他 239,927 前 受 金 151,496

　繰 延 税 金 資 産 49,481 賞 与 引 当 金 15,049

　貸 倒 引 当 金 △189 そ の 他 37,630

固 定 資 産 2,585,087 固 定 負 債 2,878,597

有 形 固 定 資 産 171,003 長 期 借 入 金 2,759,241

　建 物 121,163 退 職 給 付 に 係 る 負 債 12,510

　 工具、器具及び備品 49,839 そ の 他 106,846

無 形 固 定 資 産 1,645,648 負 債 合 計 9,330,099

　ソ フ ト ウ ェ ア 214,384 (純 資 産 の 部)

ソフトウェア仮勘定 195,851 株 主 資 本 1,378,951

の れ ん 1,235,411 　資 本 金 557,180

　投 資 そ の 他 の 資 産 768,435 資 本 剰 余 金 492,188

　投 資 有 価 証 券 93,473 利 益 剰 余 金 574,099

敷 金 及 び 保 証 金 604,971 自 己 株 式 △244,516

長 期 前 払 費 用 17,435 その他の包括利益累計額 △5,127

繰 延 税 金 資 産 52,404 その他有価証券評価差額金 12,970

そ の 他 150 為 替 換 算 調 整 勘 定 △18,098

新 株 予 約 権 1,595

非 支 配 株 主 持 分 18,744

純 資 産 合 計 1,394,163

資 産 合 計 10,724,263 負債・純資産合計 10,724,263

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 15,093,205

売 上 原 価 6,130,735

営 業 総 利 益 8,962,470

営 業 費 用 8,425,600

営 業 利 益 536,869

営 業 外 収 益

受 取 利 息 27

為 替 差 益 1,064

そ の 他 1,715 2,807

営 業 外 費 用

支 払 利 息 23,717

長 期 前 払 費 用 償 却 444

そ の 他 3,678 27,840

経 常 利 益 511,836

特 別 損 失

減 損 損 失 44,686 44,686

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 467,149

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 167,292

法 人 税 等 調 整 額 △9,836 157,455

当 期 純 利 益 309,693

非支配株主に帰属する当期純損失 4,214

親会社株主に帰属する当期純利益 313,908

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

当期首残高 557,180 492,188 328,163 △1,257 1,376,274

当期変動額

剰余金の配当 △67,972 △67,972

親会社株主に帰属する
当期純利益

313,908 313,908

自己株式の取得 △243,259 △243,259

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 245,936 △243,259 2,677

当期末残高 557,180 492,188 574,099 △244,516 1,378,951

その他の包括利益累計額

新株予約権
非支配株主

持分
純資産合計その他有価

証券評価差
額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括

利益累計額
合計

当期首残高 173,495 △6,448 167,047 95 22,958 1,566,375

当期変動額

剰余金の配当 △67,972

親会社株主に帰属する
当期純利益

313,908

自己株式の取得 △243,259

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△160,524 △11,650 △172,174 1,500 △4,214 △174,888

当期変動額合計 △160,524 △11,650 △172,174 1,500 △4,214 △172,211

当期末残高 12,970 △18,098 △5,127 1,595 18,744 1,394,163

　(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
　

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項

　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　 (1) 連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

ビッグハートトラベルエージェンシー株式会社

AppAge Limited

株式会社スグヤク

コスミック流通産業株式会社

コスミックGCシステム株式会社

株式会社wundou

株式会社TET

　

　 (2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①連結の範囲の変更

当連結会計年度から、コスミック流通産業株式会社、コスミックGCシステ

ム株式会社、株式会社wundou、株式会社TETを連結の範囲に含めております。

これは、買収により連結子会社に該当することになったためであります。な

お、コスミック流通産業株式会社、コスミックGCシステム株式会社、株式会

社wundouは、みなし取得日を平成30年３月31日としており、株式会社TETはみ

なし取得日を平成30年６月30日としております。

②持分法の適用の範囲の変更

該当事項はありません。

(4) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券で時価のあるもの（営業投資有価証券を含む）

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定）
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その他有価証券で時価のないもの（営業投資有価証券を含む）

　移動平均法による原価法によっております。

ロ．たな卸資産

商品

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用しております。

原材料及び貯蔵品

　個別法

　

②重要な減価償却資産の減価償却方法

イ．有形固定資産

定額法及び定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～15年

工具、器具及び備品 ３～10年

ロ．無形固定資産

定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う額を計上しております。

　

④その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、AppAge Limited及び株式会社TETの決算日は３月31

日、コスミック流通産業株式会社は５月31日、コスミックGCシステム株式

会社は９月30日、株式会社wundouは８月31日となっております。連結計算

書類の作成に当たっては連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った

財務諸表を基礎としております。なお、その他の連結子会社の事業年度末

日は、連結決算日と一致しております。
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ロ．重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負

債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。

ハ．消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ

し、控除対象外消費税等のうち、固定資産等に係るものは投資その他の資

産の「長期前払費用」に計上し（５年償却）、それ以外は発生年度の費用と

して処理しております。

ニ．のれんの償却方法及び償却期間

５～15年間の定額法により償却しております。

ホ．退職給付に係る負債

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しておりま

す。

　

Ⅱ．会計方針の変更

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱

いの適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する

取扱い」（実務対応報告第36号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」

という。）等を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き

有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準拠した会計処理を行う

ことといたしました。 ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応

報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号

の適用日より前に従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与した

取引については、従来採用していた会計処理を継続しております。

　

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 76,159千円
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,265,900 ― ― 2,265,900

自己株式(株) 164 15,700 ― 15,864

（変動事由の概要）
自己株式の増加数の主な内容は、次のとおりであります。

市場買付けによる増加 15,700株

　

　2. 新株予約権等に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

平成26年第１回
新株予約権

普通株式 3,600 ― ― 3,600 ―

平成29年第４回
新株予約権

普通株式 9,500 ― ― 9,500 95

平成29年第５回
新株予約権

普通株式 ― 150,000 ― 150,000 1,500

合計 13,100 150,000 ― 163,100 1,595

　

　3. 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年
９月26日

定時株主総会
普通株式 67,972 利益剰余金 30.00

平成29年
６月30日

平成29年
９月27日

　

　 ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成30年
９月25日

定時株主総会
普通株式 90,001 利益剰余金 40.00

平成30年
６月30日

平成30年
９月26日
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Ⅴ．金融商品に関する注記

　1．金融商品の状況に関する事項

　 (1)金融商品に対する取組方針

　 当社は、資金計画に基づき、必要な資金は銀行借入により調達しております。

　 資金運用については、短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引は行ってお

　 りません。

　

　 (2)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、賃貸借契約並びに事業取引に係るものであり、差入先の信

用リスクに晒されております。

営業投資有価証券及び投資有価証券のうち非上場株式は発行会社の信用リスク

に晒されております。また、営業投資有価証券のうち上場株式は市場価格の変動

リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金は１年以内の支払期日であります。

借入金については流動性リスクに晒されております。一部の借入金については

変動金利であり、金利変動のリスクに晒されております。

　

　 (3)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、営業債権について、社内規程に従い、取引先の状況を定期的に確認

し、取引相手先ごとに財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。敷金及び保証金については、その契約にあたって事前に信用調

査を行い、リスクの軽減を図っております。投資有価証券の非上場株式につい

ては、定期的に発行会社の財務状況等の把握を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、銀行や証券

会社より金融商品に関する情報を収集し定期的に借入先及び契約内容の見直し

を実施しております。

営業投資有価証券のうち上場株式については、定期的に時価や発行体（取引

先企業）の財務状況等を把握する等の管理を行っております。

　 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社は各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新

するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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　 (4)金融商品の時価等に関する事項についての補足資料

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には、

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動

要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額

が変動することもあります。
　
　

　2．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含んでおりま

せん（注２．を参照ください）。
連結貸借対照表

計上額

(千円）

時価

(千円）

差額

（千円）

(1)現金及び預金 2,139,435 2,139,435 －

(2)売掛金 2,619,968 2,619,968 －

貸倒引当金(*) △189 △189 －

2,619,779 2,619,779 －

(3)営業投資有価証券 536,099 536,099 －

(4)預け金 234,385 234,385 －

(5)敷金及び保証金 604,971 604,971 －

資産計 6,134,670 6,134,670 －

(1)買掛金 2,475,110 2,475,110 －

(2)短期借入金 1,362,500 1,362,500 －

(3)未払金 1,401,703 1,401,703 －

(4)長期借入金（１年内返済

予定の長期借入金含む）
3,492,811 3,493,193 382

負債計 8,732,124 8,732,507 382

(*)売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

注１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

　 資産

　 (1)現金及び預金、(2)売掛金、(4)預け金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

　 (3)営業投資有価証券

株式の時価は取引所の価格によっております。
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(5)敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価の算定は、償還予定期間を見積もり、将来キャッシュ・フローを国債

利回り等、適切な指標で割り引いた現在価値より算定しております。

　なお、安全性の高い長期の債券の利回りがマイナスの場合は、適用する割引率を零としてお

ります。その結果、当連結会計年度末において、時価と当該帳簿価額との間に差額は発生して

おりません。

　

　 負債

　 (1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当

該帳簿価額によっております。

　 (4)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）

これらの時価は、元利金の合計額を、新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

※リース債務については金額的重要性が乏しいため記載を省略しております。

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額 514,588千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュフローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
時価開示の対象としておりません。

　

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 203.53円

１株当たり当期純利益 46.27円
（注）当社は、平成30年７月１日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っております。当連結

会計年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」「１株当たり当期
純利益」を算出しております。

　

Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

当社は平成30年６月12日開催の取締役会決議に基づき、平成30年７月１日付で

株式分割を行っております。

　

１．株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より

一層投資しやすい環境を整えることで、当社株式の流動性の向上と投資家

層の拡大を図ることを目的としております。
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２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

平成30年６月30日（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的に

は平成30年６月29日）最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有

株式数を、１株につき３株の割合をもって分割しました。

（２）株式分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済み株式数 2,265,900株

②株式分割により増加する株式数 4,531,800株

③株式分割後の発行済み株式数 6,797,700株

④株式分割後の発行可能株式総数 18,000,000株

（３）株式分割の日程

基準日公告日 平成30年６月14日（木曜日）

基準日 平成30年６月30日（土曜日）

　（当日は株主名簿人の休業日につき、実質的には平成30年

６月29日）

効力発生日 平成30年７月１日（日曜日）

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が当連結会計年度の期首に行

われたと仮定して算出しております。

― 31 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年09月04日 18時21分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



貸 借 対 照 表

(平成30年６月30日現在)
(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 5,776,875 流 動 負 債 5,030,200

現 金 及 び 預 金 1,353,001 買 掛 金 2,561,140

売 掛 金 2,467,941 短 期 借 入 金 320,000

営 業 投 資 有 価 証 券 957,214 １年内返済予定の長期借入金 409,294

商 品 507,994 未 払 金 1,380,629

前 渡 金 275,988 未 払 費 用 43,198

前 払 費 用 76,723 未 払 法 人 税 等 71,650

未 収 入 金 133,253 未 払 消 費 税 等 91,018

繰 延 税 金 資 産 4,721 前 受 金 136,651

そ の 他 35 そ の 他 16,618

固 定 資 産 3,105,325 固 定 負 債 2,413,823

有 形 固 定 資 産 21,345 長 期 借 入 金 2,407,823

建 物 13,538 そ の 他 6,000

工具、器具及び備品 7,807 負 債 合 計 7,444,023

無 形 固 定 資 産 403,503 (純 資 産 の 部)

ソ フ ト ウ ェ ア 207,651 株 主 資 本 1,423,495

　ソフトウェア仮勘定 195,851 資 本 金 557,180

投 資 そ の 他 の 資 産 2,680,475 資 本 剰 余 金 492,188

投 資 有 価 証 券 88,033 　資 本 準 備 金 492,188

関 係 会 社 株 式 2,054,521 利 益 剰 余 金 618,644

敷 金 及 び 保 証 金 493,321 そ の 他 利 益 剰 余 金 618,644

長 期 前 払 費 用 16,422 繰 越 利 益 剰 余 金 618,644

繰 延 税 金 資 産 28,156 自 己 株 式 △244,516

そ の 他 20 評 価 ・ 換 算 差 額 等 13,086

その他有価証券評価差額金 13,086

新 株 予 約 権 1,595

純 資 産 合 計 1,438,177

資 産 合 計 8,882,200 負債・純資産合計 8,882,200

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 8,655,695

売 上 原 価 89,430

営 業 総 利 益 8,566,264

営 業 費 用 8,062,327

営 業 利 益 503,937

営 業 外 収 益

受 取 利 息 12

そ の 他 3,111 3,123

営 業 外 費 用

支 払 利 息 16,722

長 期 前 払 費 用 償 却 444

そ の 他 857 18,024

経 常 利 益 489,036

特 別 損 失

減 損 損 失 44,686 44,686

税 引 前 当 期 純 利 益 444,349

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 144,617

法 人 税 等 調 整 額 △5,780 138,837

当 期 純 利 益 305,512

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年７月１日から
平成30年６月30日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資 本 準 備 金
資 本 剰 余 金

合計

その他
利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 557,180 492,188 492,188 381,103 381,103

当期変動額

剰余金の配当 △67,972 △67,972

当期純利益 305,512 305,512

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

当期変動額合計 - - - 237,540 237,540

当期末残高 557,180 492,188 492,188 618,644 618,644

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △1,257 1,429,214 173,495 173,495 95 1,602,804

当期変動額

剰余金の配当 △67,972 △67,972

当期純利益 305,512 305,512

自己株式の取得 △243,259 △243,259 △243,259

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△160,408 △160,408 1,500 △158,908

当期変動額合計 △243,259 △5,719 △160,408 △160,408 1,500 △164,627

当期末残高 △244,516 1,423,495 13,086 13,086 1,595 1,438,177

　(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ.重要な会計方針に係る事項

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券で時価のあるもの（営業投資有価証券を含む）

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定）

その他有価証券で時価のないもの（営業投資有価証券を含む）

　移動平均法による原価法によっております。

　 (2)たな卸資産

　 商 品

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算出）を採用しております。

　2. 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

　 定額法及び定率法によっております。

　 なお主な耐用年数は次のとおりであります。

　 建物 15年

　 工具、器具及び備品 ３～10年

　 (2) 無形固定資産

　 定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法に基づいております。

3．引当金の計上基準

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。
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　4．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(消費税等の会計処理)

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、

控除対象外消費税等のうち、固定資産等に係るものは投資その他の資産の「長

期前払費用」に計上し（５年償却）、それ以外は発生年度の費用として処理して

おります。

　

　5．計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計方針の変更)

（従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する

取扱いの適用）

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関

する取扱い」（実務対応報告第36号 平成30年１月12日。以下「実務対応報告

第36号」という。）等を平成30年４月１日以後適用し、従業員等に対して権利

確定条件付き有償新株予約権を付与する取引については、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）等に準

拠した会計処理を行うことといたしました。ただし、実務対応報告第36号の

適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経過的な取扱いに従

っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定

条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計

処理を継続しております。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

　1．下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っており

ます。

コスミック流通産業㈱ 700,000千円

　2．有形固定資産の減価償却累計額 7,237千円

3．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 10,795千円

　長期金銭債権 10,000千円

　短期金銭債務 5,280千円
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Ⅲ．損益計算書に関する注記

　1．関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　 営業費用 28,302千円

　 営業取引以外の取引高

　 営業外収益 3,023千円

　2．減損損失の内訳

当事業年度において、以下のとおり減損損失を計上いたしました。

(1) 減損損失を認識した資産

場所 用途 種類

本社（東京都渋谷区） 自社利用資産
ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

(2) 減損損失の認識に至った経緯

　営業活動から生じる将来キャッシュ・フローがマイナスであると見積もられ

た資産及び開発再開の目処がたっていない資産に関して減損損失を認識してお

ります。

(3) 減損損失の金額

ソフトウェア 4,433千円

ソフトウェア仮勘定 40,253千円

合計 44,686千円

(4) 資産のグルーピングの方法

　管理会計上の区分を最小の単位とし、グルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は使用価値により測定しており、営業活動から生じる将来キャ

ッシュ・フローを一定の割引率で割り引いて算定しております。ただし、営業

活動から生じる将来キャッシュ・フローがマイナスである資産については、ゼ

ロとして評価しております。
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

自己株式(株) 164 15,700 ― 15,864

（変動事由の概要）
自己株式の増加数の主な内容は、次のとおりであります。

市場買付けによる増加 15,700株

　

Ⅴ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 4,373千円

営業投資有価証券評価損 6,124千円

投資有価証券評価損 3,048千円

減損損失 25,040千円

その他 67千円

繰延税金資産合計 38,653千円

繰延税金負債との相殺 △5,775千円

繰延税金資産の純額 32,878千円

　
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 5,775千円

繰延税金負債合計 5,775千円

繰延税金資産との相殺 △5,775千円

繰延税金負債の純額 -千円
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Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記

　1．子会社及び関連会社等

種類
会社等の

名称

議決権等の

所有

(被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社

コスミック

流通産業株

式会社

所有
直接 100

債務保証

子会社銀行

借入に対す

る債務保証

（注１）

700,000 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注）１.金融機関からの借入金に対して、債務保証を行ったものであります。なお、保証料は受け取
っておりません。

　

　2．役員及び個人主要株主等

種類
会社等の

名称

議決権等の

所有

(被所有）

割合（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

役員 中村俊一
（被所有）

66.67

当社代表取

締役社長

当社銀行借

入に対する

債務保証

（注１）

39,405 ― ―

当社営業取

引に対する

債務保証

（注２）

441,420 買掛金 ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注）１. 当社は銀行借入に対して主要株主兼代表取締役社長である中村俊一氏より債務保証を受け
ております。また、取引金額には被保証債務の当事業年度末残高を記載しております。な
お、保証料の支払いは行っておりません。

２. 当社は営業債務に対して主要株主兼代表取締役社長である中村俊一氏より債務保証を受け
ております。また、取引金額には被保証債務の当事業年度末残高を記載しております。な
お、保証料の支払いは行っておりません。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 212.82円

１株当たり当期純利益 45.04円
（注）当社は、平成30年７月１日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っております。当事業

年度の期首に株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」「１株当たり当期純利
益」を算出しております。

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

当社は平成30年６月12日開催の取締役会決議に基づき、平成30年７月１日付で
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株式分割を行っております。

　

１．株式分割の目的

株式分割を行い、投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より

一層投資しやすい環境を整えることで、当社株式の流動性の向上と投資家

層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

平成30年６月30日（当日は株主名簿管理人の休業日につき、実質的に

は平成30年６月29日）最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有

株式数を、１株につき３株の割合をもって分割しました。

（２）株式分割により増加する株式数

①株式分割前の発行済み株式数 2,265,900株

②株式分割により増加する株式数 4,531,800株

③株式分割後の発行済み株式数 6,797,700株

④株式分割後の発行可能株式総数 18,000,000株

（３）株式分割の日程

基準日公告日 平成30年６月14日（木曜日）

基準日 平成30年６月30日（土曜日）

　（当日は株主名簿人の休業日につき、実質的には平成30年

６月29日）

効力発生日 平成30年７月１日（日曜日）

なお、「１株当たり情報」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われ

たと仮定して算出しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成30年８月24日

株式会社 アドベンチャー

　 取 締 役 会 御 中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小笠原 直 ㊞

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木村 直人 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アドベンチャーの平成29年７月
１日から平成30年６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め、全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社アドベンチャー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年８月24日

株式会社 アドベンチャー

　 取 締 役 会 御 中

監査法人アヴァンティア
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 小笠原 直 ㊞

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木村 直人 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アドベンチャーの平成29
年７月１日から平成30年６月30日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め、全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年７月１日から平成30年６月30日までの第12期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のと
おり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、経営企画室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財
産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思
疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要
なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会
決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断
及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討
を加えました。

④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。

2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項
は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の利益
を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについての取締
役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 監査法人アヴァンティアの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年８月27日
株式会社 アドベンチャー 監査役会

監査役(常勤) 児玉 尚人 ㊞
監 査 役 山川 善之 ㊞
監 査 役 角田 千佳 ㊞

（注）上記監査役3名は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定める社外監査役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主様への配当政策を最重要課題の一つと認識し、経営成績に裏付けさ

れた配分を行うことを基本方針としております。

このような基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、前期実績と比べ

て増収増益であったこと、そして株主様への利益還元等を勘案した結果として、以

下のとおりといたしたいと存じます。

(１) 配当財産の種類

　 金銭といたします。

(２) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金40円00銭

　 配当金総額： 90,001,440円

(３) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成30年９月26日（水曜日）
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第２号議案 取締役５名選任の件

取締役全員（５名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますの

で、取締役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりです。

候補者

番 号

氏
ふ り が な

名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

１
中
な か む ら し ゅ ん い ち

村 俊 一
(昭和57年12月23日生)

平成16年10月 旧株式会社アドベンチャー設立

4,500,000株

代表取締役就任

平成18年12月 当社設立

代表取締役社長就任（現任）

平成22年９月 ビッグハートトラベルエージェンシ
ー株式会社代表取締役就任（現任）

２
中
な か し ま あ き ら

島 照
(昭和48年９月16日生)

平成10年６月 ハーベストフューチャーズ株式会社
入社

10,500株

平成11年３月 ケイ・アンド・カンパニー株式会社
入社

平成19年５月 株式会社富士建材入社

平成22年４月 KLab株式会社入社

平成25年９月 当社入社 経営企画室マネージャー

平成27年９月 取締役就任（現任）

平成28年１月 経営企画室室長（現任）

３

宇都
う つ の み や じ ゅ ん こ

宮 純 子
当社商業登記及び戸籍上の氏名

森
も り た じ ゅ ん こ

田 純 子
(昭和46年６月21日生)

平成12年４月 弁護士登録

10,800株

長島・大野・常松法律事務所入所

平成19年10月 株式会社東京証券取引所出向

平成23年11月 宇都宮総合法律事務所開設

平成24年６月 株式会社スタートトゥデイ社外監査
役（現任）

平成25年４月 株式会社ソラスト社外監査役就任
（現任）

平成25年９月 当社取締役就任（現任）

平成30年２月 宇都宮・清水・陽来法律事務所開設
同所共同代表弁護士就任（現任）

４
三
み し ま け ん

島 健
(昭和47年12月28日生)

平成11年４月 日本情報科学株式会社入社

―株

平成13年３月 ソフトバンクＢＢ株式会社入社

平成15年３月 株式会社エージェント入社

平成16年８月 イーベイ・ジャパン株式会社入社

平成23年１月 エクスペディア・ホールディングス
株式会社入社 代表取締役就任

平成26年３月 ホテル・リザベーション・サービス
株式会社入社 代表取締役就任

平成28年７月 株式会社ｉ．ＪＴＢ入社 執行役員
就任

平成29年９月 当社取締役就任（現任）

平成30年４月 株式会社ＪＴＢ Ｗｅｂ販売部 戦
略統括部長（現任）

平成30年８月 株式会社ｔｒｉｐｐｉｅｃｅ取締役
就任（現任）
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候補者

番 号

氏
ふ り が な

名

(生年月日)

略歴、当社における地位、担当

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

５
雷
れ い れ い

蕾
(昭和59年12月23日生)

平成22年４月 野村證券株式会社入社

―株

平成26年７月 株式会社ネクソン入社

平成27年７月 シンフロンテラ株式会社代表取締役

就任（現任）

平成28年９月 当社取締役就任（現任）
（注）１．中村俊一氏は当社の銀行借入及び営業債務に対して債務保証をしております。他の候補者

と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．中村俊一氏は会社法第２条第４号の２に定める親会社等であります。
３．宇都宮純子氏を社外取締役候補者とした理由は以下の通りです。
　 同氏は、弁護士としての法務全般に関する専門的な知見をもって、当社において中立かつ

客観的観点から、当社グループの経営上有用な発言等を行っており、継続的な企業価値向
上に向けて経営の監督を行って頂くことが期待出来ると判断したためであります。なお、
同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって５年となります。
また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

４．宇都宮純子氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。また、本定時総会において同氏が再任された
場合には、上記責任限定契約を継続する予定であります。

５．三島健氏を社外取締役候補者とした理由は以下の通りです。
　 同氏は、オンライン旅行業を中心とした事業会社において指導的役割を歴任し、豊富な経

験と専門的知見を有していることから、当社の事業方針の決定等に十分な役割を果たすこ
とが出来るものと判断したためであります。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期
間は、本総会の終結の時をもって１年となります。
また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

６．三島健氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責
任を限定する契約を締結しております。また、本定時総会において同氏が再任された場合
には、上記責任限定契約を継続する予定であります。

７．雷蕾氏を社外取締役候補者とした理由は以下の通りです。
同氏は、証券市場に関する豊富な経験及び企業経営に関する知見を有しております。これ
らの経験や知見を活かし、当社の事業方針の決定等に十分な役割を果たすことが出来るも
のと判断したためであります。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会
の終結の時をもって２年となります。
また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

８．雷蕾氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。また、本定時総会において同氏が再任された場合に
は、上記責任限定契約を継続する予定であります。

　

― 46 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年09月04日 18時21分 $FOLDER; 46ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



第３号議案 監査役２名選任の件

監査役２名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役２名の選任をお願いするものであります。なお、当議案の提出に当たっては、予

め当社監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりです。

候補者

番 号

氏
ふ り が な

名

(生年月日)

略歴、当社における地位

（重要な兼職の状況）

所有する

当社株式

の数

１
児
こ だ ま な お と

玉 尚 人
(昭和57年５月５日生)

平成17年３月 監査法人トーマツ（現有限責任監査

法人トーマツ）入社
1,200株

平成20年７月 公認会計士登録

平成25年９月 当社監査役就任（現任）

２
山
や ま か わ よ し ゆ き

川 善 之
(昭和37年８月21日生)

昭和61年４月 日本生命保険相互会社入社

12,000株

平成７年９月 イノテック株式会社 企画室長

平成13年９月 株式会社そーせい（現 そーせいグ

ループ株式会社） 経営企画部長

平成15年10月 同社 取締役副社長CFO就任

平成16年10月 同社 代表取締役副社長CFO就任

平成18年12月 響きパートナーズ株式会社設立 代

表取締役社長就任（現任）

平成19年６月 株式会社ユナイテッドアローズ 社

外監査役就任

平成20年６月 株式会社リプロセル 社外取締役就

任（現任）

平成22年３月 株式会社デ・ウエスタン・セラピテ

クス研究所 社外取締役就任（現任）

平成26年２月 当社監査役就任（現任）

平成27年９月 プレシジョン・システム・サイエン

ス株式会社 社外監査役就任（現任）
（注）１．各監査役候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２．児玉尚人氏を社外監査役候補者とした理由は以下の通りです。
　 同氏は、会計士としての豊富な経験及び知識に基づき企業経営に対する十分な見識を有し

ており、社外監査役としての職務を適切に遂行頂けるものと判断したためであります。な
お、同氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって５年となりま
す。また、 同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

３．児玉尚人氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。また、本定時総会において同氏が再任された場
合には、上記責任限定契約を継続する予定であります。

４．山川善之氏を社外監査役候補者とした理由は以下の通りです。
　 同氏は、企業の経営者としての経験、実績、技術をはじめとした各領域での専門性を有し

ており、また、他社の社外取締役及び社外監査役として企業経営に関与されていることか
ら、当社の経営基本方針の決定及び業務執行の監督などの役割を十分に果たして頂けるも
のと判断したためであります。なお、同氏の当社社外監査役としての在任期間は、本総会
の終結の時をもって３年７ヶ月となります。また、 同氏は東京証券取引所の定めに基づく
独立役員であります。

５．山川善之氏と当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。また、本定時総会において同氏が再任された場
合には、上記責任限定契約を継続する予定であります。

以 上
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副都心線・都営大江戸線

東新宿駅
【A3出口】

副都心線・
都営大江戸線
東新宿駅
【A3出口】

副都心線
新宿三丁目駅
【E1出口】

都営新宿線
新宿三丁目駅
【C7出口】

丸ノ内線
新宿三丁目駅
【B3出口】

新宿文化センター
【小ホール】

新宿文化センター
【小ホール】

職安通り

職安通り

靖国通り

新宿通り

新宿イーストサイド
スクエア

マルエツ

ローソン

日清食品

日清食品

交番

花園神社

四季の路

新宿
区役所

伊勢丹

交番

伊勢丹
パークシティ

昭
和
シ
ェ
ル
石
油

天
神
小
学
校 天

神
小
学
校

東
京
電
力

明
治
通
り

株主総会会場ご案内図
　

会場 東京都新宿区新宿６丁目14番１号
新宿区立新宿文化センター 小ホール

　

　
交通案内 ●東京メトロ副都心線・都営大江戸線「東新宿」駅……A3出口徒歩５分

●東京メトロ副都心線「新宿三丁目」駅…………………E1出口徒歩７分

●都営新宿線「新宿三丁目」駅……………………………C7出口徒歩10分

●東京メトロ丸ノ内線「新宿三丁目」駅…………………B3出口（伊勢丹前）徒歩11分

お願い 株主様用の駐車場はご用意しておりませんので、上記の公共交通機関をご利用いただき

ますようお願い申しあげます。
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